









The Earthquake Measure in the Asuka-Nara Period
─　A case study of tenpyo 6 (A.D734) earthquake　─
Yu Hirotane
Abstract: This article identifies the actual state of the earthquake measures in the eighth 
century. Before the Taika Reform, as the feature of the earthquake measures before 
enforcing so-called Ritsuryo nationwide, it could be listed up the religious ceremony of “God 
of earthquake” based on an ancient nature of God faith. It was recognized that God faith 
and disasters brought closer together among those who at the time. In the Tenmu period, 
along with forming the political system of a state, the circumstances of damage had been 
described in detail through reporting from each local government to the central government. 
The earthquake damage information system centered by the government was established 
through developing the local government system. The establishment of Ritsuryo state that the 
government aimed was completed with Ritsuryo enactment in Taiho 1 (701). The government 
management was conducted by adapting regulation in various situations of administrative 
aﬀ airs and policy planning as well as the earthquake measures. Under the Ritsuryo state, the 
earthquakes were signiﬁ cant matters to send Chieki （馳駅） and there was also a comprehensive 
regulation to adequate earthquake damage. In addition, through Tenpyo 6 earthquakes in not 
only “Shokunihongi （続日本紀）” but also “Izumonokunikeikaicho （出雲国計会帳）”, the central 
government and each local government brought closer together by the system of “Kenshi （遣使）” 
and “I（移）” and it had been identiﬁ ed that they dealt with earthquakes.


















































































































































































































































































































































































































































































墓と功のあった王の墓 (24) を調査させている。Cb 同日
には天皇の詔も出されており，地震の原因は「失政」
にあったとし，諸司官人に対して職務に勉励するよう
命じ，改めなければ降格処分するとしている。
Da 発生から14日後の四月二十一日には京および畿
内に使を派遣して，百姓の被災状況を調査させており，
同日出された詔の中では最近の災害の異常さは天皇自
らの百姓に対する撫育政策に欠陥があったとして，災
害への天皇自らの責任を表明している。Db 同日，天
平四（732）年以来，渤海との軍事同盟にもとづく対
新羅示威策として実施してきた節度使の戦時体制の任
務が終了し (25)，E その２日後，東海東山山陰三道諸
国の臨戦体制から平時体制への復帰を告げる牛馬の売
買・出堺禁止措置の解除が行われた。今回の地震を引
き起こした失政（「政事有レ關」）と百姓撫育策の欠陥
（「朕撫育之化、於二汝百姓一有レ所二闕失一」）が，諸道
節度使による臨戦態勢とそれによる百姓の加重負担で
あったことを暗に認めており，地震被害が節度使の臨
戦態勢の解除を促進する役割を果たしたというべきで
あろう。五月二十八日の太政官奏とその勅許，すなわ
ち Fa 左右京内百姓正丁次丁の夏期（四月～六月）輸
納調銭を九月以降に延期と少丁からの輸納免除，Fb
畿内百姓への大税借貸（無利子貸付），Fc 大和国の公
私出挙の不正回収・高利回収の禁止という京畿内諸国
を対象とする三つの貧窮百姓救済策は，天平四年（732）
以来の旱魃への対策という側面もあるが，直接的に
は Da の京畿内への使者派遣によって確かめた百姓困
窮状況に対する対応であり，今回の京畿内諸国を直撃
した地震への対策であったとみてよいだろう。G 私物
で貧民救済をした大和国葛城郡百姓に授位しているの
も，被災者救済への褒賞とみてよい。全体として地震
被害救済策であるということが強く押し出されていな
いのは旱魃，厳格な節度使体制の重圧との複合疲弊と
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いう状況下で，地震被害救済だけに限定できない事情
があったからである。H 発生から３カ月半後の七月
十二日には責任は天皇一人にあると表明し，天下に大
赦している (26)。　
３－３．『出雲国計会帳』にみる天平六年地震対策
これまで述べてきた地震対策が実際に各国に対し
てどのように実施されていたのかを具体的に復元し
ていく上で，『出雲国計会帳』解部の記事は重要な史
料である。本稿では平川南氏の校訂版をもとに検討す
る (27)。
四月七日に発生した地震に関する『出雲国計会帳』
の関連記事は次のとおりである。
I（伯耆国送到移）(28)
　天平六年
　四月
　十六日移太政官下符壱道　地震状
地震発生から９日後の四月十六日には伯耆国から出
雲国へ「太政官符」（「地震状」）が「移」に添付され
て到着していることがわかる。この「地震状」の内容
は計会帳からはわからないが，太政官符が地震対策の
なかでどう位置づけられるものか考えたい。
前述した『続日本紀』四月十二日条の神社看検使派
遣記事はあくまでも「遣使」でしかも神社被害調査に
限定したものであるため，国衙から国衙へ順送りに逓
送する ｢移」とは異なる。また十二日に平城京を出発
して十六日に出雲国に到着したなら平城京から出雲国
まで５日間で到着したことになり，平安遷都後の平安
京－出雲間の公式行程８日間 (29) からしても短期間す
ぎる。飛駅・馳駅でもないかぎり不可能であるがこの
「遣使」は飛駅・馳駅ではない。
また，各国からの政府への地震発生報告は前述の公
式令国有瑞条の規定から「馳駅奏言」であるが，政府
の「報符｣ が「勅符」なのか「官符」なのか，馳駅な
のか脚力なのかは，事態の緊急性の程度によるだろう。
国衙間の「移」で逓送されているこの太政官符は馳駅
ではなく，また出雲国から地震発生を告げる馳駅奏言
に対する「報符」ではない。なぜなら，出雲―平城京
間を往路馳駅・復路脚力で往復するなら10日間以上か
かるからである。
そこで，この太政官符を次のように考えたい。す
なわち，七日に畿内で地震が発生し，翌日八日畿内七
道諸国に地震被害状況の報告を求める太政官符が出さ
れたとすると，平城京から出雲まで９日間で届いたこ
とになり，『延喜式』平安京－出雲国間公式行程８日
間に平安京－大和間の行程１日を加えた日数と一致す
る。したがってこの太政官符は，『続日本紀』には載っ
ていない，被害状況報告を求めて四月八日付けで五畿
七道諸国に発給されたものと考えてよい。公式令受事
条に「太政官施行詔勅、案成以後頒下者、各給一写程二、
五十紙以下一日程、過レ此以外毎二五十紙以上一加二一
日程一、…（中略）…即軍機急速事二有促限一者、皆当
日出了」とあるように，地震もそのなかに含まれる「軍
機急速事」の場合，詔勅が出た当日に太政官符で布達
しなければならない。今回の地震被害調査は ｢急速｣
事項だから，規定通り六十余ヶ国分の太政官符を七日
から八日にかけて作成して，八日に請印を経て発布し
たと考えられる。
計会帳の次の記事も，四月八日の被害調査を命じる
この太政官符に対応するものである。
J 隠岐国送到移一拾貳条
（中略）
　　　天平六年
　　　（中略）
　　　五月
　　　三日移函貳合　　
一盛地震返抄解状 
　　　　　　　　　　　一盛置烽解状
 
　（以下略）
天平五年八月から翌天平六年五月までの間に隠岐国
から出雲国に送られた「移」十二条の中に，五月三日
に隠岐国から出雲国に函入りの「地震返抄解状」を届
ける ｢移」があった。「地震返抄解状」は「返抄」と
あることから被害調査令に対する被害調査報告書であ
り，四月八日に太政官が発布して ｢移」によって逓送
されてきた被害調査令が伯耆国から出雲国に ｢移」さ
れたのが四月十六日，出雲国から隠岐国に ｢移」を作
成し，逓送する使者が出発するのが翌十七日として隠
岐国に到着するのは十九日か二十日くらいになるだろ
う。隠岐国で調査報告書が作成されるのは（被害調査
を含めて）二十一日から四月三十日くらいまでの約10
日間，五月一日に隠岐国を出て三日に出雲国府に到着
するという運びになる。出雲国では自国の被害調査報
告書と石見国・隠岐国から ｢移｣ されてきた両国の報
告書を一括して伯耆国に ｢移｣ し，逓送によって平城
京まで届けられるのである。平城京到着は五月十二日
頃だろうか。
被害が集中したのは平城京と大和・河内両国を中心
とした畿内諸国であったことは，F の被害者救済策が
京畿内に集中していることから明らかで，出雲国や隠
岐国の調査報告書は，｢官舎｣ ｢神社仏閣」｢民屋｣「道
橋」「人・家畜」などの被害調査項目に対して機械的
に ｢被害軽微」｢被害なし」などと回答しただけの形
式的な内容であったと思われる。そして，全国からの
調査報告書の回収を待って，太政官（あるいは陰陽寮）
でそれを集計して被害の全体像が計量的に把握され，
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それにもとづいて作成された総括的被害状況報告書を
もとに書かれたのが，A「地大震、壊二天下百姓廬舍
一、圧死者多、山崩川擁、地往々圻裂、不レ可二勝数一、」
の記事ではないだろうか。五月下旬までには作成され
た被害調査報告書をもとに，F 五月二十八日，京畿内
諸国に被害救済対策を指令したものと推察できるだろ
う。
出雲国計会帳の次の記事は，B 四月十二日の畿内七
道諸国への神社被害状況調査のための遣使に対応する
ものである。
K 解弁官解文肆拾壱条
　（天平六年五月）
　一　十二日申送検看諸社返抄事
　　　　右附駅使内舎人従七位上平群朝臣人足進上
四月十二日に政府によって派遣された使が出雲国に
到着して国司に神社検看を指示し，国司はその調査結
果である「検看諸社返抄」である「解弁官解文」（＝
出雲国解）を作成し，1ヵ月後の五月十二日に駅使で
ある「内舎人平群朝臣人足」に付して進上したという
のである。内舎人には，天皇の命によって「内外」の
「雑使」に「供奉」する職務があり（職員令中務省条
および同条集解讃説），平群人足は勅使として諸道に
派遣された内舎人のうちの山陰道使だったのである。
また使人は（勅旨を引用した）「官符」を国に下したら，
必ず国司署名の「返抄」を弁官に提出しなければなら
なかった (30) が，この「返抄」はたんなる国司の官符
受領書ではなく調査結果報告書である。それは使人の
任務が「検－中看被二地震一神社上」であったことから明
らかである。しかし，使人の内舎人は道ごとに一人だっ
たから，実際に内舎人自身が調査するのではなく，使
人の内舎人は国司の調査報告書（「返抄」）をチェック
して連署するだけだったであろう。使人が出雲国に到
着したのが，「移」と同じく８日程度かかったとすれ
ば (31)，四月二十日ごろであり，「返抄」作成・清書・
封緘，使人内舎人平群人足への付託までを含めて調査
期間は20日程度であり，十分な時間的余裕があったこ
とがわかる。石見はもっと，隠岐はさらにもっと調査
期間は短縮される。隠岐には使人が行く前に出雲から
非公式の使者が伝えるのかもしれない。そして諸道諸
国では京に近い国ほど調査日数は長くなる。このよう
な悠長さは，前記の被害調査令の部分でも指摘したと
おり，今回の地震が河内・大和両国を中心とする畿内
諸国を範囲とする地震であることが地震発生から５日
程立って次第に明らかになったからであろう。天人相
関説から言えば，地震被害が全国に及んでいないこと，
神社被害も全国に及んでいないことを確認することも
重要なことであり，それは天皇の不徳が限定的である
との解釈を導くかもしれない。派遣された使には政府
による神社被害調査命令を派遣先の国に伝え，それに
対する地震被害調査結果を回収する役目を負わせてい
たのである。
今まで述べてきた『出雲国計会帳』の三つの記事の
分析によって，地震発生に伴って「勅書」を引用した
太政官符を「移」形式で行う逓送による被害調査命令
と「遣使」による神社被害調査命令が具体的にいかに
行われていたかを確認することができた。太政官―畿
内七道諸国の緊密な連絡体制，国郡行政機構がそれを
可能にしたのである。
以上が天平六年近畿地震に対する地震対策である
が，その分析を通じて「移」形式で行う逓送による被
害調査命令と「遣使」による被害調査命令の具体的運
用方式を明らかにすることができた。この地震が失政
すなわち節度使の軍備増強政策に対する神の怒りが
あったと暗に判断されたこと，地震対策が節度使の軍
事体制から平時体制への移行を促す役割を果たしたこ
と，五月に入って行われた種々の窮民救済政策が地震
被害者救済策であったことも指摘できた。地震対策が
それ単独ではなく，他の政府の抱えた問題と関わりな
がら立案・実行されていくことの表れであるといえる。
３－４．天平十七年美濃国地震対策
次に天平十七（745）年四月二十七日の美濃国地震
（マグニチュード7.9）に端を発する大和群発地震への
地震対策を検討する。その被害の様子は次のように記
録されている。
A『続日本紀』天平十七年四月二十七日条
是日通夜地震、三日三夜、美濃国櫓・館・正倉、
仏寺堂塔、百姓廬舍、触処崩壊、（以下略）
A 美濃国で地震が起き，一晩中地震が止まない日
が３日間続き，櫓・館・倉，寺の本堂や塔，百姓の家
屋が破壊されるという被害があったらしい。それに続
いて『続日本紀』天平十七年五月一日～十日，十六日，
十八日に地震があったと連日記録されており，特に五
月十八日の記事には「是月，地震異常，往々圻裂，水
泉涌出」とあり，五月には地震の数が異常であり，地
割れが各地で見られ，液状化現象も発生したと記録さ
れている。この地震に対しては次の対策がとられてい
る。
B『続日本紀』天平十七年五月二日条
令下京師諸寺、限二一七日一転－中読最勝王経上
　C『続日本紀』天平十七年五月八日条
於二大安・薬師・元興・興福四寺一、限二三七日一、
令レ読二大集経一
D『続日本紀』天平十七年五月十日条
読二大般若経於平城宮一　　　　　　　　　　
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B 五月二日には都の諸寺において７日間に限って
（金光明）最勝王経を転読させ，C 八日には大安・薬師・
元興・興福寺の四寺に21日間に限って大集経を読ませ，
D 十日には大般若経を平城宮において読ませるという
対策をしている。これらの地震対策の特徴として挙げ
られるのは読経による仏教的対策を実施していること
である。逆にこれまでの地震対策としてみられた，山
陵や神社への遣使調査がないことにも注意しなければ
ならない。この読経政策は前述の慶雲四年の禁中仁王
経講読対策で見られた仏教による「鬼神悉逃去」の効
力に期待したものである。また，度重なる読経の実施
の背景には聖武天皇自身の強い仏教信仰も影響してい
ると考えられ，保立道久氏は「大地震はあらためて仏
教の地震観をクローズアップした可能性が高い」と指
摘され，仏典における地震に対する言及の分析をされ
ている (32)。氏は例えば『金光明経』（巻二）において「災
異」が「疾疫・彗星・大地震動・暴風・飢饉」などと
描写され，『大方広仏華厳経』（巻四十六）には，仏の「十
自在法」の一つとして「六種震動」を自在に操る能力
が見え，『大方広仏華厳経疏』（巻八）には，仏の「神力」
は，第一に「諸魔」を制圧するためであり，第二に衆
生を迷いから解き放つためであることを指摘し，聖武
天皇はこれらに代表されるような仏教の「災異」を払
いのける除災力に対して心酔し，仏教の力によって国
難に打ち勝っていく鎮護国家思想を築いていったのだ
とされる。神社・天皇陵・有功王の墓への使の派遣，
あるいは百姓の被災状況の調査を行っていた天平六年
の地震対策に対して，天平十七年は読経によって地震
を鎮めようとする地震対策になっている。この両者の
違いの背景には，①天平十七年地震の規模や被害が天
平六年地震ほどの切迫感がなく，具体的対策が指示さ
れなかった，②群発的な地震の長期にわたる揺れへの
茫漠とした恐怖から解放されたい，仏力にすがって安
堵したいという願望が朝廷内とりわけ聖武天皇に強く
あった，ということが推測される。
おわりに
本稿の要点を以下の五つの点にまとめてみたい。
（ⅰ） 大化前代には古来の神祇信仰に基づく祭祀が中
心であった。
（ⅱ） 天武朝に入ると，地方行政制度の整備に伴って
地震被害が克明に報告されるようになり，一定
の対策も行われた。
（ⅲ） 律令国家にとって地震は祥瑞等とともに「馳駅
申上」させるべき最重要事項であり，地震を含
めた様々な災害によって発生する被災状況に対
応していくための令規定が存在した。
（ⅳ） 全国を画一的に統治する律令国家の実際の地震
対策の実例として，天平六年の地震において，
地震の原因を対外政策上の失政ととらえて節度
使体制を解除する契機になったこと，この時期
実施された種々の窮民救済策が地震被害者救済
策であったことを明らかにし，『出雲国計会帳』
から「遣使」による神社検看と「移」形式の文
書伝達による地震被害状況調査の実態を復元し
た。
（ⅴ） 天平十七年地震対策は天平六年と比べて地震被
害が小さく，鎮護国家思想の興隆を背景とした
仏力による地震鎮静化への期待も相まって度重
なる読経が地震対策として行われた。
本稿では主に８世紀中葉までの地震対策に焦点を当
てて論じてきた。次の課題として挙げられるのは９世
紀以降の地震対策の解明と８世紀地震対策との比較・
検討である。９世紀には８世紀以上に地震が頻発し，
地震に対して具体的な被災者救済政策がとられてい
る。例えば弘仁九（818）年七月に北関東を中心とし
て発生した地震への対策は諸国に使者を派遣し，当年
租調免除，賑恤，建物修理，死者の埋葬を指示してい
る (33)。なぜ９世紀に８世紀にはない具体的な被災者
救済政策が政府から指示されるようになったのか，そ
の背景を含めて次稿以降で詳しく分析し，論じていき
たい。
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